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  平成３０年度健全化判断比率及び資金不足比率に関する審査意見について（提出） 

 

 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の規定に基づ

き、令和元年７月２２日付けで審査に付された平成３０年度決算に基づく健全化判断比率及

び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類について審査した結果、別

紙のとおり意見書を提出します。 
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平成３０年度健全化判断比率審査意見 
 

１ 審査の概要 

この健全化判断比率審査は、市長から提出された健全化判断比率及びその算定の基礎とな

る事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。 

 

２ 審査の結果  

（１） 総合意見 

審査に付された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いず

れも適正に作成されているものと認められる。 

 

健全化判断比率 平成３０年度 平成２９年度 早期健全化基準 説 明 

ア 実質赤字比率 － － 11.27％ 
一般会計等を対象とした

実質赤字額の標準財政規

模に対する比率 

イ 連結実質赤字比率 － － 16.27％ 

全会計を対象とした実質

赤字額（又は資金の不足

額）の標準財政規模に対す

る比率 

ウ 実質公債費比率 2.0％ 2.4％ 25.0％ 
一般会計等が負担する元

利償還金等の標準財政規

模に対する比率 

エ 将来負担比率 23.2％ 27.4％ 350.0％ 
一般会計等が将来負担す

べき実質的な負債の標準

財政規模に対する比率 

  （注１）早期健全化基準：市の標準財政規模に応じた基準 

（注２）実質赤字比率、連結実質赤字比率については、実質赤字額がない場合は「－」で表示した。 

 

 

（２） 個別意見 

ア 実質赤字比率について 

平成３０年度の実質収支は、２，６９９，４９１千円であり、黒字であるため算定さ 

れない。 

イ 連結実質赤字比率について 

平成３０年度の連結実質収支は、９，１００，８２６千円であり、黒字であるため算

定されない。 

ウ 実質公債費比率について 

平成３０年度の実質公債費比率は２．０％となっており、早期健全化基準の２５％を 

下回っている。 

エ 将来負担比率について 

平成３０年度の将来負担比率は２３．２％となっており、早期健全化基準の３５０％

を下回っている。 

したがって、財政は健全な状態にあると認められる。 

 

（３） 是正改善を要する事項 

以上を踏まえ、指摘すべき事項は特にない。
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平成３０年度平塚市病院事業会計資金不足比率審査意見 

 

１ 審査の概要 

この資金不足比率審査は、市長から提出された資金不足比率及びその算定の基礎となる事

項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。 

 

２ 審査の結果 

（１） 総合意見 

審査に付された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれ

も適正に作成されているものと認められる。 

 

比率名 平成３０年度 平成２９年度 経営健全化基準 説 明 

ア 資金不足比率 － － 20.0％ 
資金の不足額を事業の

規模で除して得た比率 

（注）資金不足比率については、資金不足が生じていない場合は「－」で表示した。 

 

（２） 個別意見 

ア 資金不足比率について 

資金不足比率は、剰余額が２，７４７，２０３千円となっており、資金不足が生じて 

おらず、良好な状態にあると認められる。 

 

（３） 是正改善を要する事項 

以上を踏まえ、指摘すべき事項は特にない。 
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平成３０年度平塚市下水道事業会計資金不足比率審査意見 

 

１ 審査の概要 

この資金不足比率審査は、市長から提出された資金不足比率及びその算定の基礎となる事

項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。 

 

２ 審査の結果 

（１） 総合意見 

審査に付された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれ

も適正に作成されているものと認められる。 

 

比率名 平成３０年度 平成２９年度 経営健全化基準 説 明 

ア 資金不足比率 － － 20.0％ 
資金の不足額を事業の

規模で除して得た比率 

（注１）資金不足比率については、資金不足が生じていない場合は「－」で表示した。 

 

（２） 個別意見 

ア 資金不足比率について 

資金不足比率は、剰余額が１，８２８，２７４千円となっており、資金不足が生じて

おらず、良好な状態にあると認められる。 

 

（３） 是正改善を要する事項 

以上を踏まえ、指摘すべき事項は特にない。 
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平成３０年度平塚市水産物地方卸売市場事業特別会計資金不足比率審査意見 

 

１ 審査の概要 

この資金不足比率審査は、市長から提出された資金不足比率及びその算定の基礎となる事

項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。 

 

２ 審査の結果 

（１） 総合意見 

審査に付された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれ

も適正に作成されているものと認められる。 

 

比率名 平成３０年度 平成２９年度 経営健全化基準 説 明 

ア 資金不足比率 － － 20.0％ 
資金の不足額を事業の

規模で除して得た比率 

（注）資金不足比率については、資金不足が生じていない場合は「－」で表示した。 

 

（２） 個別意見 

ア 資金不足比率について 

資金不足比率は、剰余額が１，２９７千円となっており、資金不足が生じておらず、

良好な状態にあると認められる。 

 

（３） 是正改善を要する事項 

以上を踏まえ、指摘すべき事項は特にない。 
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審査資料 
 

１ 健全化判断比率及び資金不足比率の対象となる会計等について 

対    象 

健全化判断比率 

資金不足比率 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

一般会計 ○ ○ ○ ○ － 

特

別

会

計 

競輪事業特別会計 － ○ ○ ○ － 

国民健康保険事業特別会計 － ○ ○ ○ － 

介護保険事業特別会計 － ○ ○ ○ － 

後期高齢者医療事業特別会計 － ○ ○ ○ － 

公

営

企

業

会

計 

病院事業会計 － ○ ○ ○ ○ 

下水道事業会計 － ○ ○ ○ ○ 

水産物地方卸売市場事業特別会計 － ○ ○ ○ ○ 

一部事務組合・広域連合         
 

  金目川水害予防組合 － － ○ ○ 
 

  神奈川県後期高齢者医療広域連合 － － ○ ○ 
 

地方公社・第三セクター等         
 

  平塚市土地開発公社 － － － ○ 
 

（注）「○」表示が対象となる会計等。 
     

 

 

 

２ 健全化判断比率の算定方法について 

 １ 実質赤字比率 

当該地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模（地方公共団体の標準的

な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもの）に対する比率である。 

福祉、教育、まちづくり等を行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営

の悪化の度合いを示す指標ともいえる。 

実質赤字比率 ＝ 

一般会計等の実質赤字額 

標準財政規模 
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 ２ 連結実質赤字比率 

公営企業会計を含む当該地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準

財政規模に対する比率である。 

すべての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程度を指標化し、地方公

共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえる。 

連結実質赤字比率 ＝ 

連結実質赤字額 

標準財政規模 

 

 

 ３ 実質公債費比率 

当該地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を基本と

した額に対する比率である。 

借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す指標

ともいえる。 

 

 

実質公債費比率 ＝ 

（過去 3 年間の平均） 

地方債の元利償還金等（※1）－ 

（特定財源（※2）＋元利償還金等に係る基準財政需要額算入額） 

標準財政規模－元利償還金等に係る基準財政需要額算入額 

※1 一般会計等に係る公債費・公営企業債充当繰入金・公債費に準ずる債務負担行為・一時借入金の利子 

※2 地方債償還額に充当した都市計画税・市営住宅使用料・貸付金返還金 

 

 

 ４ 将来負担比率 

地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、当該地方公共団体の一般会計等

が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対する比率である。 

地方公共団体の一般会計等の借入金(地方債)や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点で

の残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標ともいえる。 

将来負担比率 ＝ 

将来負担額（※3）－充当可能財源等（※4） 

標準財政規模－基準財政需要額算入公債費等の額 

※3 一般会計等地方債現在高・債務負担行為支出予定額・公営企業債等繰入見込額・退職手当負担見込額・ 

設立法人の負債額等負担見込額 

※4 充当可能基金・都市計画税・国庫支出金・市営住宅使用料・貸付金返還金・基準財政需要額算入見込額 
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３ 健全化判断比率の算定数値について 

 １ 実質赤字比率の数値                   （単位：千円） 

 
平成 30 年度 平成 29 年度 

一般会計等の実質赤字額 △2,699,491 △3,185,012 

標準財政規模 48,971,976 48,777,069 

（注）「△」表示は参考として黒字額を表す。 

 

 
 ２ 連結実質赤字比率の数値                 （単位：千円） 

 
平成 30 年度 平成 29 年度 

連結実質赤字額 △9,100,826 △8,422,638 

標準財政規模 48,971,976 48,777,069 

（注）「△」表示は参考として黒字額を表す。 

 

 

 ３ 実質公債費比率の数値                            （単位：千円） 

 
平成 30 年度 平成 29 年度 平成 28 年度 

地方債の元利償還金等 8,613,169 9,307,320 8,516,124 

特定財源 2,190,833 2,096,891 2,128,919 

標準財政規模 48,971,976 48,777,069 48,585,126 

元利償還金等に係る基準財政需要額算入額 5,642,635 5,858,126 5,823,447 

 

 

 ４ 将来負担比率の数値                  （単位：千円） 

 
平成 30 年度 平成 29 年度 

将来負担額 102,505,712 105,320,686 

充当可能財源等 92,435,055 93,541,001 

標準財政規模 48,971,976 48,777,069 

基準財政需要額算入公債費等の額 5,642,635 5,858,126 
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４ 資金不足比率の算定方法について 

１ 資金不足比率 

当該地方公共団体の公営企業会計ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率である。 

公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指標化し、経営状

態の悪化の度合いを示す指標ともいえる。 

資金不足比率 ＝ 

資金の不足額 

事業の規模 

 

 

５ 資金不足比率の算定数値について 

１ 資金不足比率の数値                         （単位：千円） 

 
平成 30 年度 平成 29 年度 

病院事業会計 
資金の不足額 △2,747,203 △1,881,715 

事業の規模 11,783,291 10,624,033 

下水道事業会計 
資金の不足額 △1,828,274 △1,266,724 

事業の規模 4,818,735 4,867,089 

水産物地方卸売市場事業特別会計 
資金の不足額 △1,297 △250 

事業の規模 5,989 5,388 

（注１）「△」表示は参考として資金の剰余額を表す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


